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（午前９時５９分 開会） 

○三好義治委員長 ただいまから、総合計

画及び総合戦略等調査特別委員会を開会

します。 

まず、理事者から挨拶を受けます。 

奥村副市長。 

○奥村副市長 おはようございます。 

本日は、平成３０年第３回定例会を控え

まして、皆様方には、大変お忙しい中、総

合計画及び総合戦略等調査特別委員会を

開催いただきありがとうございます。 

 前回は新しい計画策定に向け、調査検

討の考え方、今後のスケジュール等につい

てご説明させていただきましたが、第２回

目となります今回は総合計画、総合戦略、

各種分野別計画の関係性の整理と進行管

理のあり方の検討等についての案件とな

っております。この後、担当より資料をも

とに説明いたしますので、よろしくお願い

申し上げます。 

○三好義治委員長 挨拶が終わりました。 

本日の委員会記録署名員は香川委員を

指名します。 

本日の案件は、総合計画、総合戦略、各

種分野別計画の関係性整理と進行管理の

在り方についてです。 

本日は、資料の２枚目にあります「第２

回特別委員会」の項目１から５に沿って進

めますが、項目１及び２と項目３及び４、

最後に項目５の三つに分けてそれぞれ説

明と質問を受けます。 

それでは、まず項目１及び２について説

明を受けます。 

大橋市長公室次長。 

○大橋市長公室次長 おはようございま

す。 

そうしましたら、私のほうからまず資料

１について、ご説明申し上げます。 

資料１につきましては、総合計画と総合

戦略及び各種分野別計画の現状の関係性

を図にあらわしたものになっております。 

真ん中の三角形が基本構想、基本計画、

実施計画ということで、現在の総合計画の

ピラミッドの体系ということになってお

ります。それで、それぞれ左側に各種分野

別計画、これには行財政改革実施計画及び

地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の改正に伴いまして教育大綱を定める

ということになっております。そのあたり

のことも含まれているということで理解

をしております。右のほうにまち・ひと・

しごと創生総合戦略というものがあると、

そういう図になっております。 

黒塗りの矢印は現状としては明確な関

係性を持っているものになっておりまし

て、白抜きの矢印が現状としてはその関係

性が若干不透明な部分ということであら

わしております。 

右のほうから説明をさせていただきま

すと、まち・ひと・しごと創生総合戦略に

つきましては、人口ビジョンに基づきまし

て平成２８年３月に策定をしたわけです

けれども、２０６０年までの人口推計に基

づいて、人口減少の克服と地方創生に資す

る計画ということで策定をしたわけです

けれども、現行の基本計画のうちの重点化

するもの及びそういう人口減少克服及び

地方創生に資するものを重点化して抜粋

したものがまち・ひと・しごと創生総合戦

略ということになっております。この進行

管理については、総合計画の実施計画に網

羅して現在進行管理をしているという状

況になっています。 

左のほうが各種分野別計画なんですけ

れども、これは前回のこの特別委員会でも

ご説明をさせていただきましたが、４１ほ
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どの分野別計画があるんですけれども、こ

の総合計画との関係が少し明確になって

いないということになっております。 

それと、一番上に人口ビジョンを書かせ

ていただいておりまして、人口ビジョンか

ら白抜きの矢印、総合計画へと各種分野別

計画へ白抜きの矢印を入れさせていただ

いているんですけれども、やはりこの人口

ビジョンというものは、これからの日本、

当然我々自治体もそうなんですけれども、

確実に人口が減少していく中で高齢化が

進んでいく、高齢化率のピークを迎えると

いうこれまでにない環境変化が想定され

ますので、当然この人口ビジョンというの

は総合的な計画の部分及び分野別計画も

人口ビジョンを踏まえて今後は考えてい

く必要があるということで、この矢印を示

させていただいているものでございます。 

それと、下のほうに文字で「総合計画の

スタート」ということで書かせていただい

ているんですけれども、これもことし１月

の特別委員会で少しご説明させていただ

きましたが、今は地方自治法の改正によっ

て、総合計画の基本構想の議決による策定

の義務がなくなりました。このことがいつ

からスタートしたかということなんです

けど、昭和４４年に地方自治法の改正があ

りまして、このときに議会による議決をも

って基本構想を定めて、計画的に行政を推

進していくということが決められたとい

うことになっています。当然この段階では、

どこの市も総合計画すらないような状況

で、当然分野別計画というのは全くと言っ

ていいほどない状況でございましたので、

その後の経過の中で数多くの法律に基づ

くもの、そうでないものもいろいろありま

すけれども、分野別計画の策定の必要に迫

られたということで、当時とは大きく環境

なり状況なりが変わっておりますので、

我々としては単に地方自治法の改正によ

って義務づけがなくなったことに対応し

て、条例をもって今までと同じようなやり

方で総合計画を策定していくということ

は適切ではないと考えておりますので、こ

の計画行政の見直しということで全体を

考えて整理していきたいということで考

えているというところでございます。 

資料１については以上でございます。 

続きまして、資料２について、ご説明を

させていただきます。 

資料２につきましては、計画行政推進に

係る現状の課題ということで、３項目に分

けて現状として認識している課題をあら

わしております。 

１番の各計画の関係性等から見える課

題につきましては、資料１で説明させてい

ただいたものとほぼかぶる部分なんです

けれども、まず１の①、「人口ビジョン、

まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定が

義務付けられたことにより、一層各計画の

関係が複雑化している」と。 

②は、「行財政改革大綱とそれに基づく

行財政改革実施計画の位置づけが明確で

なくなってきている」と、これはことし１

月のときに少し述べさせていただいたか

もしれないんですけれども、平成８年に行

財政改革大綱を策定して、それに基づいて

実施計画を策定して進めてきたんですけ

ど、その当初では、行財政改革というのは

総合計画を実現するために行財政改革を

やっていく必要があるのだということで、

一定関係性を明確にしていたんですけれ

ども、そのあたりの関係性が現在少し不透

明になっているので、この辺のところを計

画行政見直しの全体の中で整理をしてい

く必要があるということで考えていると
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いうことでございます。 

それと、③、④については、分野別計画

と総合計画の関係のところを少し書かせ

ていただいているんですけれども、理念的、

概念的には各種分野別計画というものと

総合計画の関係については、総合計画が上

位の計画であるということにはなってお

りますけれども、例えば総合計画の基本計

画の実現に資する計画が分野別計画にな

っているかどうか。そういう具体的な施策

の関係については少し明確・明白ではない

部分があると認識しておりますので、その

あたりを今後改善していく必要があると

いうことで考えているということでござ

います。 

続きまして、２番ですけれども、各計画

と組織の関係から見える課題ということ

でございます。 

２の①なんですけれども、「計画策定コ

ストが増大」ということで書かせていただ

いております。これは４１ほど分野別計画

があるということで説明させていただい

ているんですけど、総合計画も含めてです

が、策定経費なんですけれども、幾つか補

助金等が歳入としていただけるものもあ

り、それらを差し引いても全て策定すると

費用が１億１，６００万円ほどかかってい

るという現状がございます。もちろんこの

１億１，６００万円がいいとか悪いとかと

いうことにはならないんですけれども、や

はりコストの問題については計画行政、プ

ラン・ドゥ・チェック・アクションの中で、

どこにどれぐらいの税金、資源を投入して

いくか、再配分していくかというところの

部分で言えば、この策定の段階で本当にこ

の１億１，６００万円はどうなのかという

ことは検討の余地はあると認識している

ところでございます。それに加えて、人件

費も当然かかってまいります。おおむね３

年から５年で計画を改正していくことに

なっておりますので、その都度経費がかか

るということもございますので、そういっ

たところは検討していく必要があるとい

うことで考えているところでございます。 

次の②と③なんですけれども、分野別計

画を策定する段階においては、各部・各課

のそれぞれの施策なり事業なりが現状の

課題を認識する絶好の機会というか、そう

いう機会になっておりますので、策定に携

わるということは人材育成の関係からも

経験上非常に有意義なことになると思い

ます。したがいまして、単に課長と例えば

担当が通常業務として傍ら義務的に迫ら

れて策定するということではなくて、やは

りそれぞれのセクションの課題をしっか

り認識する場と捉えて、この分野別計画と

いうのを策定していく必要があると考え

ております。 

例えば、現在の総合計画の１期前の総合

計画なんですけれども、そのときに係員レ

ベルと係長レベルでそれぞれ二つのプロ

ジェクトチームをつくって、各庁内からそ

ういうメンバーを選抜していろいろ検討

した経過がございます。そのときたまたま

私も係員レベルのところに入っていたん

ですけれども、やはり、そのときは総合計

画だったんですが、他のセクションといい

ますか、市の中の自分が今担っている業務

以外のところの課題なりということを認

識するということは、非常に人材育成の観

点からも有意義だと考えておりますので、

そのあたりの観点も踏まえながら各分野

別計画の策定ということを考えていきた

いということでございます。 

３番ですが、進行管理の手法等から見え

る課題でございますけれども、これもこと
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し１月の本特別委員会でも少し申し上げ

ましたが、しっかり進行管理がやはりでき

ていない部分があると。一定の進行管理が

できていても、成果・効果の検証に結びつ

いていない。進行管理をしても、やっぱり

成果・効果の検証がないと予算に結びつけ

るということがなかなかできないと思わ

れますので、そのあたりの進行管理をする

からにはしっかり次年度の予算等に反映

できるという形を構築する、それがやはり

進行管理であろうと考えておりますので、

そういうところで課題をしっかり認識し

て改善をしていきたいと。 

そのためには、現在、③のところにも書

かせていただいているんですけれども、事

務事業評価というのをもう既に導入して

いるんですけれども、事務事業評価という

のをまだ本市は事業別予算を導入してお

りまして、その予算の事業別にそれぞれの

評価をしていくということで進めており

ますので、このあたりの仕組みをしっかり

いま一度整理をして、予算に結びつけると

いうことを考えていきたいということで

思っております。 

それと、④のところなんですけれども、

④のところは人事評価制度の中の業績評

価として、目標管理型の業績評価をもう既

に全職員に導入をしておりますので、特に

管理監督の職にある者については、目標管

理型の業績評価をしっかり計画の中に連

動させることによって進行管理というこ

とを管理職がみずから意識をする、また達

成するということで業務を推進していく

ということにつながっていくと思います

ので、ここのところも改めてしっかり業績

評価制度というものの意義なり手法なり

をよく検討して進めていきたいというこ

とで考えているということでございます。 

資料２については、以上でございます。 

次に、資料３でございます。資料３につ

きましては、分野別の計画のところを少し

どのように改善していくかといいますか、

どういう考え方で整理をすればいいかと

いうことを少し書かせていただいている

んですけれども、分野別の計画については

４１ほどあるということで説明をさせて

いただいておりますけれども、これを三つ

の項目に少し分けてみました。 

一つ目が、この表の最上段にあるんです

けれども、一番左が全市的（全部署的）な

計画、総合計画以外にも全市的にかかわる

計画というのがこれぐらいあるというこ

とでございます。真ん中のところについて

は、部等の施策を総括的に網羅する計画、

部内全体の計画を総合的に管理している

ような計画ということで、これだけの計画

があるということでございます。それ以外

のものは、うまく各課ごとに簡潔するよう

な施策別・事業別の計画というものがこれ

だけあるということでございます。 

この４１ほどあるんですけれども、この

中には法律に基づいて義務づけられてい

るもの、あと必ず策定しないといけないも

のもあれば努力義務になっているものも

ございますし、任意で自治体の判断でとい

うことになっているものもございます。し

たがいまして、自治体ごとに分野別の計画

の数というのは多少差異がございまして、

摂津市の４１の計画が多いのか少ないの

かはっきりと調査はしていないんですけ

れども、少ないところでは２０ぐらいの計

画の市もあるということはわかっており

ますので、そういう状況になるということ

でございます。 

それで、考え方なんですけれども、全市

的な計画であったり、部等の施策を総括的
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に網羅する計画というものはなかなかス

クラップというか、統合するというのは難

しいと考えておりますので、全市的な計画

と部等の施策を総括的に網羅する計画に

その他の計画を取り込むような形で、より

わかりやすく簡潔にしていくことができ

ればと考えているものを記載しておりま

す。 

例えば全市的な計画の６番の都市計画

マスタープラン、これについては一番右の

ほうのその他の施策、事業別の計画にござ

います住宅マスタープラン、住宅・建築物

耐震改修促進計画、橋梁長寿命化修繕計画、

景観形成基本計画、緑の基本計画、こうい

ったものを集約することによって、よりわ

かりやすい計画になるのではないかと。も

ちろん法の制約等がございますので、どこ

までできるかというのは不透明な部分が

あるんですけれども、考え方としてはこう

いうことができるのではないかというこ

とで考えております。 ちなみに住宅マス

タープランは任意でございますし、橋梁長

寿命化修繕計画も任意、景観形成基本計画

も任意、緑の基本計画も任意で、住宅・建

築物耐震改修促進計画については努力義

務というような計画になっております。 

もう一つの考え方として、部等の施策を

総括的に網羅する計画の中にその他の施

策、事業別の計画を取り込んで、より一本

化してわかりやすくするという考え方で

ございますけれども、そこについては障害

福祉計画であったり、高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画、食育の関係、健康

の関係、そういった計画を、これももちろ

んどこまでできるかという問題はあるん

ですけれども、地域福祉計画の中に網羅す

ることによって、福祉全体の市としての考

え方、方向性、ビジョンというのをより明

確にできるのではないかと考えておりま

すので、一度こういった考え方でどこまで

できるかというところを整理をしていき

たいと考えております。 

そのときに問題になりますのは、当然策

定年月日であるとか計画の最終年度とい

うことになるんですけれども、できるもの

もできないものも当然ございますので、そ

のあたりは状況を見てその都度判断をし

ていきたいと思っておりますので、きれい

にスタート年次、終了年次がそろった形で

できるかどうかというのは不透明である

ということでご認識をいただきたいと思

っております。 

あと、表の一番右下のほうに書かせてい

ただいております、生涯学習推進計画と子

ども読書活動推進計画、例えばこれは教育

総務部の管轄なんですけれども、こういっ

た計画も一つに集約するほうがよりわか

りやすいのではないかと思っております

ので、その他施策、事業別の計画の中で一

本化できるものについては一本化するこ

とによって、よりわかりやすく明確にでき

るようにと考えながらやっていきたいと

思っているということでございます。 

以上、資料１から３の説明について、簡

単ではございますが説明とさせていただ

きます。以上でございます。 

○三好義治委員長 説明が終わりました。 

それでは、項目１及び２について質問が

ありましたらお受けいたします。 

香川委員。 

○香川良平委員 おはようございます。 

先ほどご説明いただきまして、計画行政

推進に係る現状の課題ということで、計画

策定コストが現在１億１，６００万円かか

っているとお聞きしました。各種分野別計

画を集約していくという話の中で、この計
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画策定コストが今後下がっていくのかと

いう見通しを教えていただけますか。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 ご答弁申し上げま

す。 

現状どれぐらい下がるかということは

ちょっとわかりかねるんですけれども、集

約の仕方によってこのコストは当然下が

っていくと考えておりますし、人件費の部

分については多少なりとも負担が少なく

なると考えております。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 ほかに。 

光好委員。 

○光好博幸委員 おはようございます。ご

説明ありがとうございます。 

私のほうから１点だけ、資料２について、

課題をいろいろ挙げられていると思いま

す。おっしゃっていることは私も認識する

んですけれども、課題は例えば２の②、各

分野別の計画策定に組織的にかかわるこ

とができていないとか、あるいは３の進捗

管理の手法等から見える課題の①で進行

管理ができていない計画があるとかいう

ふうに書いているのは、課題に見えて実は

なぜこうなっているのかというのが私は

重要だと思うんですけれども、その辺の棚

おろしであったりとか、例えばこの課題に

なる原因といった分析みたいなものはも

う既にされているのかどうかお聞かせい

ただけますでしょうか。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 ご答弁申し上げま

す。 

今おっしゃっていただいた課題の部分

の詳細な分析についてはまだできていな

い部分があるんですけれども、施策として

４１ほどある計画の全てについてヒアリ

ングというか聞き取りというのは実施し

ておりまして、例えば進行管理をどのよう

にしているかというところも一定把握は

しているんですけれども、何分やっぱりこ

れまでのこういう言い方は余り適切では

ないのかもしれないのですけど慣習とい

いますか、そういったものの中でやはりつ

くることにどうしても力点が置かれて、そ

の後の特に進行管理は先ほど少し述べさ

せていただいたんですけれども、やはり、

例えば予算との連動であったり、そういう

その検証結果、進行管理をする中での成

果・効果の検証ですね、それが何らかの形

で次のステップに反映できるというよう

な進行管理のスタイルになっていれば、よ

り進行管理を原課としてもやっていく意

義というのが見出だせると思うんですけ

れども、なかなか全ての計画においてそう

いう状況になっていないということは一

定わかっておりますので、そのあたりのと

ころについては今後もう少し詳細に分析

をして、どうやったらそういうことが可能

になるかということは検討していきたい

と思っております。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ありがとうございます。 

ご存じだと思いますけれども、現状とこ

れからやろうとしているあるべき姿です

よね、それとのギャップというのが今後の

課題になるかと思います。おっしゃったよ

うに、こうあるべきに対して何をどうして

いかないといけないのかということが非

常に大事だと思いますので、ぜひしっかり

と検討というか対応しながら進めていた

だきますように、よろしくお願いします。 

私からは以上です。 

○三好義治委員長 野口委員。 
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○野口博委員 資料１でいわゆる全体の

関連性ということで説明をいただきまし

た。最後に次長のほうから総合計画の基本

構想についての議会の議決問題について、

しないという方向だということを述べて

ますけれども、改めてこの資料１を見たと

きに、これから具体的に全体の４１の計画

そのものをまとめながら、これからの将来

計画をどう進めていくのかという立ち位

置に立っていると思いますけれども、その

点で策定した摂津市の人口ビジョンだと

か総合戦略だとか、その辺の問題も含めて、

そこの背景にある地方創生問題に対して、

地方自治体として住民のことをいかに守

っていくかという立場から、そうした背景

のある計画に対してどう受けとめて、活用

をしながら事を進めていくかという視点

が僕は大事だと思っています。そういう点

で少し幾つか基本的な問題について質問

させていただきたいと思っています。 

それで、人口ビジョンについてはいろい

ろ資料をいただいて、摂津市は２０６０年

における人口の将来展望は７万２，０００

人だとか、いろいろな各分野の課題を遂行

していくんだということになっておりま

すけれども、ただ、その背景というのはご

承知のとおりこれだけ貧困と格差が拡大

する中で、地方はどんどん疲弊しています。

今回はいろいろな識者の報告も含めて、こ

のままいけば人口がどんどん減少するん

だということを理由づけにして、それに今

の国家の体制を維持しながら事を進めて

いくということで、いわゆる地方創生が出

てきたわけでありますけれども。でも、こ

れまでいろいろ議会の場で議論をしてき

ていますように、地方創生の最終段階はい

わゆる一層の人口減少を生み出しますし、

地方としては大変な状態を生み出すとい

うことになりますので、結果地方として生

きていけないという状況の中でいわゆる

道州制をつくっていくんだというところ

に行き着くだろうと思っています。それが

国のいろいろな政策によって、財政的な支

援も含めてそういう国の地方創生に従っ

て、全国の地方自治体に事を進めていくた

めにいろいろな対応をしようとしており

ますけれども、きちんとそういう国の思惑

に対して、市民の暮らしをしっかり守って

いくんだという立場でそうした方針に対

しても批判的に受けとめながら生かして

いくということが大事だと思っておりま

すけれども、その点の姿勢について、まず

一つご意見をいただきたいと思っていま

す。 

説明があった中で具体的な問題として、

資料２のところで、１の各計画の関係性等

から見える課題ということで、先ほど③の

中で各分野別計画と総合計画の関係が不

透明だという説明がありましたけれども、

その不透明という意味合いについて少し

例も含めて具体的に説明をいただけない

かと思います。 

それと、最初の問題に戻りますけれども、

行革だとか後の問題になりますけれども、

ことしで終わりだと。行政経営方針をつく

っていくんだと。総合計画も以前論議をし

たように平成３０年度から５年間延期す

るんだということで、ちょうどそういう意

味ではいろいろな計画について、今こうい

う方向で計画を見直しすることも大事だ

と思っておりますけれども、人口ビジョン

とか総合戦略についてのいわゆる進行管

理も含めて僕は大事だと思っております

が、その中で特に合計特殊出生率を１．５

から２０３０年には１．８へ、摂津市とし

ては７万２，０００人にするんだというこ
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とにしておりますけれども、この２年前に

つくった摂津市の人口ビジョンだとか総

合戦略などについて、途中経過についてど

のように見ているのかということを３点

目として、以上の３点をお願いしたいと思

います。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

それでは、ご答弁をさせていただきます。 

まず１点目、国の方針と市民の暮らしを

守るという観点からのというところのご

質問だったと思うんですけれども、国の考

え方といいますか、意図といいますか、確

かに人口の減少の部分でこれから大変な

ことになるよと。それに対応していく、ど

のように自治体としてかじをとっていく

かということ、そこの部分については確か

に我々としても人口ビジョンを２０６０

年までの人口推計をして、一定の人口動態

というのは確認をしたわけなんですけれ

ども、やはり全国的に人口減少というのは

日本全体としての問題ということではや

っているんですけれども、それぞれやはり

地域、自治体によってそれぞれの土地の問

題、いろいろなまちの状況であったり、環

境なり状況なりというのは違いがござい

ますので、そこをやはりもう少ししっかり

分析をする必要があると考えております。

人口ビジョンは、やはり市全体の人口動態

だけを推計したものでございますので、こ

れも何度か申し上げているのですけれど

も、摂津市域における地区別の年齢別の人

口推計をしっかりすることで、地区・地域

のそれぞれの課題というものをしっかり

認識した中で今後どのように市政運営を

していくかということを考えていく必要

があるということで思っておりますので、

そのあたりの部分については資料７のほ

うでも少しご説明させていただく予定に

しているんですけれども、今後の行財政改

革、行政経営というところと関係する部分

がございますので、そのあたりで少しまた

ご説明をさせていただきたいと思ってお

ります。 

それと、２点目の質問が総合計画と分野

別計画の関係性の不透明な部分のところ

でございますけれども、これは基本的に関

係性が本来はあるはずなんですけれども、

策定の段階で明確に上位計画という認識

の中で関係性を持つということの中で策

定をしている分野別計画もあれば、特に意

識をせずにつくっている分野別計画もあ

るというのが現状でございます。先ほども

申し上げたんですけれども、概念的・理念

的に上位計画であるということは、言葉と

して理解はできても中身の具体的な施策

が総合計画の基本計画に書かれている施

策とどのように関係性があるのか、それと

も目的とちなんだ関係になっているのか

等を、そのあたりは少し確認する必要があ

りますし、今後総合的な計画をつくるとき

には分野別計画との関係というのを一定

考え方を持って、それぞれを位置づける必

要があるということで考えているという

のが現状でございます。 

それと、三点目のまち・ひと・しごと創

生総合戦略の現状の認識ということでの

問いでございますけれども、これは基本的

には合計特殊出生率の観点で平たく申し

上げますと、できる限り出生率を上げる施

策ということにはなるんですけれども、そ

こを具体的にまだ明確に施策がしっかり

打ててるかというところになるともう少

し検討する必要があると認識しておりま

すので、例えば今年度から鳥飼地域のまち

づくりの部分で総合戦略に基づいた位置

づけになるプロジェクトチームというも
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のをスタートさせておりますし、健康福祉

の観点では、これもまち・ひと・しごと創

生総合戦略に基づく位置づけとして福祉

のまちづくりのプロジェクトチームも立

ち上げておりますので、今後そういった中

で検討を進める中で、具体的な施策につい

てももう少し掘り下げて検討して実施に

していけるように考えていきたいと思っ

ております。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 なかなか議論が難しいな

と思いながらやっているんですけれども、

冒頭に少し議決問題を言いましたけれど

も、個人的にはいろいろな時代的な変化が

あるにしても、やっぱりきちんと議決事項

として対応すべきだということは申し上

げておきたいと思います。 

それで、人口ビジョンの関係で今ちょっ

と出ましたけれども、現在の人口は約８万

５，０００人でありますけれども、市民の

方々の暮らしを守っていくんだという立

場で将来の計画をつくるとした場合、しか

し、そこには国の地方創生もありますと。

いろいろな公共施設の管理計画だとか、い

わゆる財政的な締めつけ、トップランナー

の問題とかを含めて、そういう人口減少を

極端に宣伝しながらそういう国づくりを

しようとしておりますので、そういうもの

に対して、今言われたような立場できちん

と自主的な将来の計画、とりあえず人口ビ

ジョンは別にしてつくりました。見直しの

中でそういう角度からきちんと目標も含

めて進めていただきたいと。例えば合計特

殊出生率が現在は１．５ですけれども、人

口ビジョンでは２０３０年に１．８にしよ

うとしています。その前提として７万２，

０００人を想定したという考え方であり

ますけれども、ここ数年間は人口がそんな

に減っていませんので、総合計画からすれ

ば数千人の差があるわけですよね。そうい

う点ではいろいろな施策の反映としてそ

ういう実態があるわけで、これから将来に

向けていろいろな考え方で物事を進めれ

ば、これは人口問題についても一定の効果

が違った方向に出るのかなと思っていま

すので、そういう点ではくどくどは言いま

せんけれども、国のそうした方針に対して

は批判的に見ていただいて、自主的な判断

をし、取り組んでいただきたいということ

は申し上げておきます。 

２点目の総合計画との関係性が不透明

だという問題については、本来ならば自治

体の一番の計画は総合計画ですので、そこ

を一応目的にして、それを達成するために

分野別にこの計画をもっていろいろな数

字が示されていますから、これに対してど

うかということで整合性があった取り組

みがされるというのが普通だと思います

けれども、それがなぜ不透明な状態になっ

ているのか、その辺の問題についてちょっ

と聞かせていただきたいと思います。 

関連して、最初の資料１、２であります

ので、基本的な行政との問題に関連して幾

つかお尋ねします。 

多くの自治体で、今、基本条例をつくっ

ていますが、自治体としての基本姿勢を示

す基本条例を立ち位置として据えるとい

う考え方もあろうと思っていますけれど

も、この問題についてどうなのかというこ

とと、過去に当時の総務常任委員会で行政

視察に行っている戸田市だとか自治体独

自のシンクタンクを持っております。戸田

市の情報をきょうの朝見ていたら、今年度

戸田市の政策研究所としてシンポジウム

を行っているんですよ。大学の先生に来て
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いただいて、いろいろなテーマに基づいて

講義をしていただいてということで、自治

体としても研究の成果を市民にも公表し

ていただいて、それでお互いに政策面でも

発展させていくということがなされてい

ると思っていますけれども、そういう自治

体としてのいわゆる政策面での市民参加

とより工夫したこの発展の形についてど

うなのかということについてこの際聞い

ておきたいと思います。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、ご

答弁申し上げます。 

まず１点目、なぜ不透明なのかというお

問いでございますけれども、先ほども少し

説明の中で申し上げたんですけど、地方自

治法による総合計画の義務づけというの

が昭和４４年にございました。その後に多

くの分野別計画の策定というところが国

なりからおりてきて、現在摂津市としては

４１ほどあるという状況になっているわ

けですね。当然国なり法律なりは、総合計

画との関係性をどうしろということはご

ざいませんので、それは市で一定考えると。

市の判断でどういうふうに関連づけるか

ということを考えるということになるん

ですけれども、やはりそのあたりが少し市

の政策的な部分で十分ではなかったのか

なと。それと、あとこの４１ある中で、そ

れをなかなか整理するというのが難しく

なっている現状があるということの中で

不透明になっておりますし、やはりそれは

各部・各課の分野別計画を策定する職員が

認識のところはしっかりやっていただい

て、正直やっぱり難しい問題ですので、政

策推進課の職員でもなかなかその関係性

というのを現状整理できていない部分が

ありますけれども、なおかつそれぞれの所

管の職員がそこのところをしっかり現状

で認識するというのは少し難しいのかな

と思いますので、今後全体的な見直しをす

る中で関係性をしっかり持てるようなつ

くり方、総合的な計画のつくり方を関係性

が持てるようなことを意識しながら、総合

的な計画というものをつくっていく必要

があると認識をしているところでござい

ます。 

それと、基本条例のお話でございますけ

れども、基本条例のお話は以前から少しご

ざいますけど、本市にとって本市の施策、

政策、それと行財政運営、それらを踏まえ

たときに基本条例が必要なのかどうかと

いうところをしっかり議論した中で、その

部分については検討する必要があれば検

討していきたいと思っております。 

それと、政策面での市民参加ということ

なんですけれども、市民の参画・参加とい

うものの必要性については十分認識して

おりますし、現在の総合計画でも協働とい

うことで書かせていただいております。例

えば、例が余り適切ではないかもしれない

んですけれども、公園をどこにつくるかと

いうところで市民に参画してもらうのか、

ある場所に公園をつくるけれども、どうい

った公園をつくってもらうのかを検討す

るのに市民に参画してもらうのか。全然違

う話でございますので、単純に政策の過程

の中で市民に参画してもらうという話で

はなくて、それはやはりその場面といいま

すか、政策・施策の推進、進捗の状況、推

進の手法なり、そういったことを踏まえな

がら考えていく必要があるということで

は思っております。例えば今回の計画行政

の全体の見直しの中では、各分野別の計画

にもそれぞれ何らかの形で市民に参画し

ていただけるケースがほとんどですので、
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そういったこともあわせて、果たしてそれ

が適切なのか、その手法がどうなのかとい

うことは検討していきたいとは思ってお

ります。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 国のほうが今の僕らの立

場から言えば安倍政権になって、どんどん

一方的に地方をないがしろにしてという

意味合いで思っていますけれども、実際の

地方創生に役立つようなお金の使い道を

せよということをずっと言っているわけ

ですよ。そういう方向ではないわけで、そ

んな中でいかに対抗していくかというこ

とをちゃんとやっていただきたいと思っ

ています。 

それで、国のほうは骨太の方針２０１８

とか地方制度調査会とか、いろいろな民間

の方々を集めていろいろな方針を決めま

す。その中で、７月５日の第３２次地方制

度調査会で２０４０年構想が発表された

わけですよ。そこでも例えば一つとして、

地方自治体の職員について試算ではあり

ますけれども出ているんですよね。それで

試算しますと、２０１３年の職員数に対し

て、２０４０年はこうなりますという数字

がパーセントで示されているわけです。そ

こから計算しますと、摂津市は２０１３年

で６３９名の職員数です。これで、その研

究所発表の減少率２３．５％で計算をしま

すと４８９名ということになります。少な

い人数でやりなさいと、いろいろな計画も

あわせなさいということで進んでいまし

て、その中で言っているのは、そのいろい

ろな計画とあわせて、２０４０年は６５歳

以上の高齢者人口が一番ピークになる、あ

わせて自治体の仕事は民間だとか住民を

含めてサービスを提供する場合に、そのコ

ーディネーター役でいいんですよという

システムをつくっていこうというのが大

きな目的なんですよ。そういうことですか

ら、ちっこいまちでありますけれども、い

ろいろな政策的な知識を蓄えていただい

て市民と一緒に頑張ってほしいというエ

ールを送っているわけで、そういう点でぜ

ひ検討していただきたいということを申

し上げて、質問を終わります。 

○三好義治委員長 ほかよろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 それでは、次に項目３

及び４について説明を受けます。 

大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、項

目３と４につきましては、項目１と２で現

状の課題ということで申し上げて、その課

題の整理の考え方について少し資料とし

てまとめたものになっておりますので、ご

説明を申し上げます。 

まず資料４でございますけれども、計画

全体の関係性の整理（案）ということにな

っております。地方自治法の改正によって

総合計画の策定義務がなくなりましたけ

れども、当然総合的な計画を策定しないと

いうことでは考えておりませんで、総合的

な計画は当然必要であると。ただ、どうや

って策定していくかというところが非常

に重要であるということ、その辺のこれま

での申し上げた課題を踏まえて、どうやっ

て策定すればその課題が少しでも解消で

きるかということで少し考えた図になっ

ております。一番上に人口ビジョンがきて

いるんですけど、これは先ほど申し上げた

ように、やはり人口ビジョンというのはこ

れからの時代背景を考えたときに、人口と

いうことはやはり無視はできないと。当然

のことながら、この人口ビジョンは平成２
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８年度に２０６０年までのものを策定い

たしましたけれども、一定の期間で当然見

直しが必要になってくるだろうと、地区

別・年齢別の状況も踏まえまして一定の期

間で見直しをする必要がある。それに基づ

いて、方針等を立てていくということにな

ると考えております。 

人口ビジョンの下にございます行政経

営方針なんですけど、ここの部分について

は資料７のほうで最後のほうに説明をさ

せていただきたいと思います。 

真ん中の三角形の図なんですけれども、

これがいわゆる現状の総合計画に近いも

のとして見ていただければよいかなとい

うふうに思っております。ここでは総合的

な計画としておりますが、市が重点的に実

施しようとしている施策、事業ということ

で考えております。これをどういうふうに

つくっていくかということなんですけれ

ども、一つは左のほうに四角で囲っており

ます各種分野別の計画ですね。これの計画

段階の整理というのが当然必要になって

くるんですけれども、策定する段階から総

合的な計画を意識した中で分野別計画と

いうのをつくる必要があるんですけれど

も、分野別計画の中の重点的にしなければ

ならないものというのは当然出てくると

思います。特に人口ビジョン等を踏まえた

ときには、分野別計画のそれぞれの計画の

中でも重点的にやっていかないといけな

いもの、それぞれの計画の中で重点的にや

っていく必要がある施策というのがある

と思いますので、そういったものを抜粋し

て総合的な計画として位置づけるという

ことで一つ考えております。 

分野別計画のない施策、総合計画に位置

づけられているけれども分野別計画のな

いものというのが当然ございます。右のほ

うに位置づけさせていただいているんで

すけれども、連続立体交差事業であったり、

西口の再開発、公共交通事業というのは具

体的に分野別の計画というのはございま

せん。しかしながら、毎年度当初予算の編

成等、主要事業等の中で重要だということ

で位置づけるものがあるんですけど、そう

いったものも当然この総合的な計画に位

置づける必要があるというふうに思って

おりますので、分野別計画の中の重点的な

ものとその他の分野別の計画にないけれ

ども市の政策として重点的に行っていく

施策なり、事業なり、そういったものを総

合的な計画として位置づけていくと。それ

を進行管理していくことによって、計画行

政全体のＰＤＣＡをうまく回していける

のではないかと考えております。そうする

ことによって、分野別計画の進行管理を全

ての施策なりを網羅して進行管理すると

いうのは、やはりなかなか物理的に無理が

あると思っておりますので、重点化したも

のを進行管理していけば市全体、各部・各

課の隔たりなく市全体として進行管理が

行っていけるのではないかというふうに

考えておりますので、そういった手法を現

状は考えているということでございます。

それらは全てこの人口ビジョン、一定期間

に見直しをする人口ビジョンなり、経営方

針なりに基づくということで考えている

というのが資料の４の図になっておりま

す。 

続きまして、資料５なんですけれども、

資料５については、資料４でご説明させて

いただきました分野別計画のところを少

し抜粋した形で分野別計画策定の考え方

を明記させていただいております。今回の

計画行政見直しの中で、我々政策推進課と

いたしましては、一つ、やはり分野別計画
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の策定のあり方が大きなポイントになっ

てくるのではないかと考えております。や

っぱり、実際に日々の業務を担っている担

当の部なり課なりが策定をする計画でご

ざいますし、そういったことからより市民

生活に近いところでの施策なり事業なり

の計画ということになりますので、そうい

った意味からも分野別計画の策定のとこ

ろの重要度というのは非常に高いのでは

ないかというふうに思っておりますので、

策定の段階で少し何らかの形でそういっ

たことが担保できるようなことを考えて

いく必要があるということで認識をして

おります。 

そこに六つほど書かせていただいてい

るんですけれども、分野別計画の位置づけ

ですね、そういったことから明確化してい

きたいということが一つと、総合計画との

関係性の明確化、これも一つございます。

それと、今申し上げましたように、分野別

計画の策定というのは非常に重要度が高

いということで考えておりますので、そう

いった意味からもより市民生活に近い部

分で言うと、市民参加や参画のあり方も少

し検討する必要があると。これは先ほど申

し上げましたけれども、そういうことで認

識をしているところでございます。 

それと、４番のところも、これも先ほど

述べさせていただきましたが、人材育成に

資することができると考えておりますの

で、その辺のことも考えながら分野別の計

画の策定のところの位置づけを整理して

いきたいということでございます。 

あと、５番と６番のところについては、

資料４で申し上げましたように分野別計

画の進行管理、分野別計画の計画達成のた

めに施策、事業を重点化し、進行管理して

いくということが重要になってくるとい

うことで書かせていただいております。 

今申し上げたものを少し図にさせてい

ただいたものが下の三角形の図になるん

ですけれども、現行は各種分野別計画のと

ころが基本計画との関係性で不透明とい

うことになっているんですけれども、それ

を行政経営方針をもとに分野別計画を策

定することで、分野別計画の中の施策の重

点的なものを総合的な計画に位置づける

ことができて、そこを重点化して進行管理

していけば予算編成にも結びつけること

ができるであろうということで現状では

考えております。この絵では簡単に書かせ

ていただいているんですが、なかなか実際

の作業的な部分を考えますと非常に作業

のボリュームといいますか、内容的にも複

雑になってきていて難しい部分があると

は思うんですけれども、考え方としてはこ

の考え方が市全体の各部・各課の隔たりな

く市の全体の施策を進行管理していくこ

とができるのではないかと考えておりま

すので、一定この考え方でどこまでできる

かということを進めていきたいと思って

おります。 

次に、資料６なんですけれども、資料４

と資料５で申し上げたところをどのよう

に進行管理していくかというところを少

しフローで書かせていただいているのが

この資料６になっております。 

予算に反映するためにどのように進行

管理していくかということなんですけれ

ども、先ほど申し上げましたように、各分

野別計画、その他の施策で優先度の高い重

要な施策、事業を位置づける、それと当然

新たに当初予算の中で主要事業なり主要

施策というものが位置づけられますので、

そういったものをあわせて４月に各部で

そういう中身を市長に報告をするような
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形で考えております。これは実際に今現在

も４月に恒例に近いような形でこういう

進行管理の手法をしておりますので、少し

もう一度位置づけを見直して明確にして

いきたいと考えております。このときに特

に管理職につきましては人事評価の目標

管理型の業績評価に基づく目標管理を宣

言することになりますので、みずからがそ

ういう進行管理のところの意識というの

がより明確になるのではないかと思って

おります。それと、４月に宣言なり報告な

りしたものを一定半期で中間として進捗

状況の市長に対する報告ということで考

えているのが９月のところの部分になっ

ております。これも現在近い形でやってお

りますので、そんなに難しいことではない

と思っています。ただ、どこまで職員が意

識してこういうことができるかというと

ころにかかってくると思っていますので、

そのあたりは少しずつ浸透させていきた

いと思っております。 

ただ、ここのときに今できていない部分

については、そこに書かせていただいてい

るんですけど、仮に経営改革チームという

ことで「政策・人事・財政」ということで

書かせていただいておりますけれども、評

価をするということが今できていない部

分でございますので、中間報告、中間進捗

状況のときに一定の評価をする必要があ

るのかなと考えております。 

その評価後、今度、翌年度の予算編成、

新規施策なり新規事業ということをそれ

ぞれの各部・各課は考えてきますので、一

定評価したものに新規の施策なり事業が

合わさったものを１１月に、このときにも

う一度９月以降の進捗状況も含めて評価

をするということで考えております。９月

までの進捗で一次評価をしたものに加え

て、次年度の新規施策なり事業なりが上が

ってきますので、あわせて二次評価をここ

で実施するということを考えております。

この二次評価というのは、既に摂津市とし

て導入しております行政評価、事務事業評

価ですね、この制度と人事評価、目標管理

型の業績評価を使ってうまくこの二次評

価をしていくということで考えていると

ころでございます。その結果を最終の市長

査定、部長査定等もございますけれども、

その部長査定の部分もあわせて市長査定

につなげていく。それで、しっかり次年度

の予算に評価を反映していくということ

で考えている。それが予算に反映する進行

管理ということで、現状このような形で、

今年度９月以降に試行的に実施をしてい

きたいということで考えているところで

ございます。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 項目３、４が終わりま

して、この項目３、４について質問があり

ましたらお受けいたします。 

光好委員。 

○光好博幸委員 １点だけ、６ページで全

体の進行管理のあり方ということでご説

明はいただきました。もしかすると私の聞

き漏らしもあるかもしれませんけれども、

各分野の別計画の重点化されたものが全

体の進行管理をやられるということは理

解しました。その進行管理の例えば課題と、

要は重点化したところの進行管理の課題

と総合計画の整合性をどうとっていくの

か。いわゆるこのでっかい進行計画のＰＤ

ＣＡを回す中で、各分野別計画の重点化し

たことに対してのフィードバックの仕方

というかね。全体のでかいＰＤＣＡを回す

中で、重点化した分野における計画に対す

るフィードバックというのですか。いわゆ
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るでっかいＰＤＣＡと小さいＰＤＣＡの

回し方、いわゆる評価した後の例えば見直

しが入ったりとか、例えば３年計画のもの

をもうちょっと早くするとか延ばすとい

ったところをどう反映させていくのかと

いうところと、あと先ほど政策推進課のほ

うでは４１ある分野別計画というのは全

部管理できないと、集約することもあると

思うんですけど、とはいえ、せっかく見直

すんですから、各分野別計画というところ

も粛々と回していっていただかなければ

だめですよね。そこの回し方というのはど

ういうふうにお考えなのか。ちょっと概念

的なことかもしれませんけれども、お聞か

せいただけますでしょうか。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、ご

答弁申し上げます。 

今ご質問をいただいた部分について、し

っかりとどういった形でというのがまだ

詰め切れてない部分があるんですけれど

も、基本的に総合的な計画というのは、分

野別計画の中から抜粋した積み上げ方式

で総合的な計画を位置づけると。積み上げ

方式でつくった総合的な計画というのは、

当然市の中で優先的、重点的に実施してい

くべきものということになりますので、そ

れを資料６にあるフローの中で進行管理

していくということをイメージして考え

ております。そのフィードバックというの

は、当然予算にフィードバックされるもの

ということで考えて、もちろん予算を伴わ

ないものというものもあるんですけれど

も、そこで原価、各部・各課には予算とし

てフィードバックすると。各部・各課が予

算としてフィードバックしたものを各

部・各課が持っている分野別の計画の中で

どういうふうに例えば修正するのか、改定

するのかということについては、ちょっと

まだそこまでは今は具体的にはまだ検討

できていないんですけれども、何らかの形

でフィードバックしたものを時点修正す

るような形では考えておかないといけな

いかなと。ただ、修正しないといけないよ

うな大幅な改善になるということは余り

ないのではないかなと思っています。極端

にいいますと、一定分野別の計画の中で立

てたスケジュールの進捗の度合いが早ま

るとか遅まるとか、そういった観点になっ

てくるのではないかなというふうに思っ

ておりますけれども、今光好委員におっし

ゃっていただいた部分については、詳細に

検討する段階において少し詰めていきた

いなと思います。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ありがとうございます。 

これから詳細を詰めていくことになろ

うかと思いますので、よろしくお願いした

いのと、私がちょっと気にしているのは今

ばらばらになっているというところがや

っぱり問題だと思いますので、全体を回す

中での各分野別計画への関連性というこ

とを常に意識しながらやっていただきた

いなというのは、ちょっとそういう思いで

言いました。 

あと、もう一つは、各分野計画というの

は先ほどご説明にあったと思うんですけ

ど、せっかく人事評価制度がございますの

でね、各所管の中でしっかりと１年あるい

は中期、長期の目標を持ちながら、各所管

のトップから職員に対してのしっかりと

目標を管理することによって、そこのＰＤ

ＣＡはきっちり回っていくと思いますの

で、そういったところから小さいＰＤＣＡ

と大きいＰＤＣＡとの整合性を進めてい
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くような形にしていただければなと私は

個人的に思っていますので、よろしくお願

いいたします。 

以上です。 

○三好義治委員長 ほかありませんか。 

水谷委員。 

○水谷毅委員 それでは、質問させていた

だきます。 

市民の皆さんの目線から見まして、たく

さんある計画をどういう趣旨で総合計画

と一致させていくのかという、何のために

これをやるのかというのが非常に素朴な

疑問としてあると思うんですけれども。今

回、分野別計画をある部分では集約をした

り整理をしたりとかいう案が示されたわ

けなんですけれども、それを集約、整理す

る中で大きくどのようなメリット、そして

あるとして考えられるとしたらどういう

デメリットがあるのか、その点についてお

わかりになる範囲でお答えいただきたい

と思います。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 ご答弁申し上げま

す。 

集約することによるメリット、デメリッ

トは、今明確にこういうメリットがある、

デメリットがあるということはなかなか

申し上げにくいんですけれども、集約する

というのは、４１ほどあって市民の方もも

ちろんそうだと思うんですけれども、職員

自身も自分たちの担っている事業なり施

策の部分がどういうふうに課の中で簡潔

できてるのか、部の中でどういうふうに関

連しているのかというところがわかりに

くくなっている部分があると思いますの

で、そういったことを踏まえながらメリッ

トを見出だせるように集約する必要があ

ると。ですから、単純に近い計画だから統

合して一つにまとめるではなく、メリット、

デメリットでどういうメリットが発生す

るのか、またどういうデメリットが出てく

るのかということをしっかり検討しなが

ら集約ということは考えていきたいと思

っております。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 水谷委員。 

○水谷毅委員 これから考えていかれる

テーマであると思います。２０４０年まで

あと２２年あるわけですけれども、大きく

人口減少に伴うさまざまな行政課題につ

いて、こういうプロセスで、こういう観点

で進めていくという、その部分を市民の方

からこういうことなんだなというのがわ

かりやすいように進めていただけたらと

思います。 

それから、計画を立てるのはそれなりに

大変だと思うんですけれども、もっと重要

なのは、やっぱりそれの進行管理をしてい

く。これは進めてよかったなとか、これは

こういうふうに変えていこうとか、そうい

う進行管理というのが大事になると思う

んですけれども、例えば時間がかかる課題

であったり、費用がかかる課題であったり

とか、その計画ごとにその度合いが変わっ

てくると思うんですけれども、それをある

意味同じテーブルで把握できるように数

値化していく必要もあるかと思うんです

けれども、その点はどういうふうにお考え

か教えてください。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 ご答弁申し上げま

す。 

計画の達成に資する数値化の部分です

けれども、確かに現状をどこの市もそうな

んですけれども、やはり総合計画もそうで

すし、分野別の計画にも数値目標というも
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のを定めて、それを一定指標にして計画を

進めるということが一般的になっている

んですけれども、ただ必ずしもその数値に

こだわるということは余り適切ではない

というふうにも思っておりますし、どうい

う指標を立てるかということは、やっぱり

市民生活の観点からも当然数値であらわ

すことができないものもございますし、そ

のあたりは、今後、先ほど申し上げたよう

に分野別計画をつくる段階で少しつくり

方というか、考え方をリニューアルする必

要があると思いますので、その段階で数値

のところについても一定施策が分野別計

画の策定に参画しながら、整理をしていき

たいと思っております。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 水谷委員。 

○水谷毅委員 数値化というのは難しい

部分ももちろんあると思うんですけれど

も、例えば子どもの学力向上で、今何点で

すけど次何点までとかいう、そういう数値

もありますけれども、計画する時点で計画

した担当者なり部署については、やっぱり

これを達成していこうという気持ちで設

定されると思うんですね。達成した目標に

対する達成度合い、だからそういう部分は

しっかりある意味数値化をして評価もし

ないといけないし、見直しもしないといけ

ない、そういうニュアンスのところで考え

ていただきたいと思います。また、計画を

評価するときに、この計画をそのまま進め

ていくのか、見直しをしてちょっと路線変

更をするのか、もうやめてしまうのか、そ

ういう分岐点になったときのどういう選

択をしていくのかというそういうルール

づくりもしっかりとつくっていただいて、

ＰＤＣＡがしっかり機能していくように

進めていただけたらと思います。 

あと最後に、これは要望なんですけれど

も、４１の今計画があるとおっしゃってい

るんですけれども、各部署においてはその

部署ごとにわかってはると思うんですけ

ど、総合計画とかあるいは全体のこの４１

ある計画を見ていくに当たって、例えば建

設部の中で住宅マスタープランとかある

んですけれども、これは建設部の１番とい

うことでＫ－１とか、そういう全体を見直

す上での記号というか番号を振っていた

だいて、結構長いですので各プラン名が、

このことだなというのがすぐわかるよう

に工夫をしたらどうかなと思います。 

あとは、次のご説明にあると思うんです

けれども、平成の時代も残りわずかとなる

んですけれども、今日本全体のいろいろな

システムが和暦だとまたシステム変更が

かかるということで、西暦で表現していこ

うかというふうな流れもあります。しばら

くは併用していくことになると思うんで

すけど、その辺も今後の２２年後の２０４

０年を目指して進むということであれば

加味していただいて、お願いしたいと思い

ます。 

以上です。 

○三好義治委員長 以上で、項目３及び４

についての質問を終わります。 

最後に、項目５について説明を受けます。 

大橋市長公室次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、項

目５の資料７について、ご説明申し上げま

す。 

冒頭委員長のほうからもございました

ように、第５次行財政改革実施計画の最終

年度に当たりまして、次の改革の考え方を

どうするかというところで、幹事長会のほ

うで少しご説明をさせていただいて、本委

員会で審査いただくということになりま
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したので、少し詳細にご説明をさせていた

だきたいと思います。 

平成８年に行財政改革大綱をつくり、そ

の大綱に基づいた実施計画を５次にわた

ってこれまで進めてやってきました。この

最終年度に当たって次の計画をどうする

かということで議論をいろいろと行革チ

ームなり行革本部会で議論をしたわけな

んですけれども、第６次の実施計画、この

行財政改革大綱に基づく第６次の実施計

画はつくらないという結論に至りました。

それはなぜかということなんですけれど

も、一つは既に本委員会で計画行政の見直

しということが平成２９年度末の段階か

らスタートしていることが１点大きくご

ざいます。それと、やはり国なり府なりで

も大きく取り上げておられます２０４０

年の問題。それと、組織と人材育成、それ

と計画を実現する行政経営ということで、

このあたりのことについては現状の総合

計画に記載があるんですけれども、そのあ

たりの実現のところを踏まえると、これま

での手法ではなかなか対応することが難

しいのではないかということで、あくまで

も平成８年に策定した行財政改革大綱に

基づく第６次の実施計画はつくらないと

いうことでございます。行革をしていかな

いということでは当然ございませんので、

そこだけご認識のほうをよろしくお願い

をしたいと思います。 

例えば一番大きな問題、２０４０年問題

なんですけれども、これは何回も申し上げ

て恐縮なんですけれども、２０２５年に団

塊の世代が７５歳以上の後期高齢の世代

に突入すると。２０４０年から２０４２年

に高齢化率のピークを迎えると。それと、

高齢化率のピークは２０４０年、その後、

２０４２年にピークアウトは一定するん

ですけれども、後期高齢者の割合について

はその後も増加をして、２０５０年とか２

０５４年ごろが後期高齢者の率のピーク

と言われていると。そういうことが明確に

なっております。そうすると、当然のこと

ながら後期高齢の方がふえるということ

は、高齢化率のみならず、やはり自治体と

しての施策の部分については非常にリス

クのある方がふえるわけなので、いち早く

そこに対応していく必要があるというふ

うに認識しているところで、そういう非常

に大きな問題だと認識しております。 

平成８年から平成３０年までの行革を

少し簡易に分析したときに、職員数の減少

の話があるんですけれども、平成８年から

平成２８年の決算の数字を少し比較した

んですけれども、この間約２３０名ほどの

職員数が減少をしているんですけれども、

これだけで約３０億円の財源を生み出し

ているということがございます。当然この

先の２０年、３０年を考えたときに、先ほ

ど野口委員に国の割合で比較をしていた

だいたんですけれども、まさか現状我々と

してもその数字にもっていくなんてこと

ができるかというと、なかなか難しいと当

然認識しておりますし、当然３０億円なり

の原資を職員数の減少で生み出すという

ことはもうできるものではないと思って

おりますので、今までのやり方というのは

基本的には職員数の減少で生み出した財

源を扶助費なりに宛ててこれまで行革と

いうことでやってきたということが大き

くあるんですけれども、そういった手法は

とれないということがもう明確にわかっ

ておりますので、そういったことからもこ

れまでのような行革のやり方では対応し

ていくのが難しいということで、同じよう

に第６次の実施計画をつくってやってい
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くということはすべきではないというこ

とで考えたということがこの大きな経過

でございます。 

今後なんですけれども、今年度中にでき

れば行財政改革大綱にかわるようなもう

少しグレードアップをした形で行政経営

方針というものを策定したいというふう

に思っております。行政経営方針を策定す

るために少し考えている分析が、一つは先

ほども申し上げましたけれども、人口ビジ

ョンに基づく各地区別・年齢別の少し詳細

な人口推計、これをやっていきたいと。そ

れと、もう一つは、平成８年と平成２８年

の比較で３０億円の財源の話を人件費で

満たしたという話をしたんですけど、この

平成８年以降の５次にわたる行革の効果

なり成果なりということの分析を少し詳

細に行いたいと思っています。この２点に

加えて、１点目で申し上げた地区別・年齢

別の将来人口分析ですね。これが今後の施

策、市が現在行っている施策が今後どのよ

うに影響していくか。扶助費の問題もそう

ですし、医療、介護の問題もそうなんです

けれども、例えば扶助費の問題については、

国の試算ではこれから１．５から１．６倍

になると言われております。本市のレベル

でいいますと、１００億円が１５０億円か

ら１６０億円になるということになるん

ですけれども、そういったことを少し詳細

に、我々本市の年齢別の人口推計レベルで

どういう影響が出てくるかということを

詳細に分析をしたいと。この三つの分析を

して、それらを踏まえて２０４０年に向け

た行政経営方針というものをしっかり立

てたい、これを今年度中に行いたいと考え

ております。今年度中に立てて、来年度以

降、経営方針に基づく具体的な実施計画に

なるのか、どういう計画になるのかはまだ

定まってない部分はあるんですけれども、

この計画行政の見直しの年次にあわせた

形で、段階的に行財政改革から行政経営と

いう流れにもっていきたいと考えている

ところでございます。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 説明が終わりました。 

それでは、項目５について、質問があり

ましたらお受けします。 

ここでは、これからの行政経営について

などの日程と行財政改革から行政経営に

変わりましたよという今説明を受けまし

たのでね。具体的にはまだこれから出てき

ます。それを意識した上で質問がある方。 

野口委員。 

○野口博委員 行革という名前が一応消

えようとしていますので、いろいろ歴史的

には業務再構築運動というのがありまし

て、ちょっと思い出しておりますけれども。 

平成１２年に９０４名の職員が現在は

６１５名と聞いております。先ほど言った

数字に国の自治体戦略２０４０構想研究

会では計算してそうなるということで、職

員間の数字がそこにあらわれてきていま

す。そこでいろいろあるんですけれども、

具体的な問題ではありませんので、先ほど

説明があった今年度中に策定する行政経

営方針について、いわゆる財政的なスキー

ムといいますか、その計画の説明の理解で

は２０４０年にするのかどうかというと

ころがどうなのかと思っていますので、こ

れに書いていますように平成３７年、あと

５年間なのかね、２０４０年までなのかね、

２０２５年までなのかね。そういうその前

提としてどういう形で今年度中にまとめ

て出版しようとしているのか、ちょっとも

う少し今の段階でお答えできる分で結構

ですから、ちょっと示してください。 
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○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 ご答弁申し上げま

す。 

行政経営方針の中身なんですけれども、

先ほど申し上げましたように、三つの分析

をした上でとは思っているんですけれど

も、あくまでも２０４０年が高齢化のピー

クということで、それが人口減少を伴って

高齢化のピークが来る。府の推計なんかで

も、いわゆる生産年齢人口というものがた

しか２割以上だったと思うんですけど減

るような数字にもなっておりますし、そう

すると税収のところへの影響というのも

当然出てきますし、やはり一つの目標とい

うか考え方としては２０４０年をしっか

り乗り切る。これは、やはり野口委員もお

っしゃっておりましたように、これは大阪

府も言っているんですけど、しっかり市民

サービスを確保しながらこの難曲、人口減

少の中での高齢化率がピークを迎えると

いうところをしっかり行政として乗り切

るということを前提として、この行政経営

方針というのは立てていきたい。したがい

まして、その中の財務視点というのは、地

域財政見通しとの関連もありますけれど

も、当然図っていく必要があるというふう

には思っております。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 いただいた資料の中に大

阪府の研究会の資料もつけていただいて

おります。おっしゃっているように、大阪

府のこの計画で２０４０年、現在８８０万

人ぐらいの人口が７４５万人ということ

で、そこで内訳としておっしゃっているよ

うなゼロ歳から１４歳、１５歳から６５歳、

６５歳以上という、そういうランク分けを

してそれぞれ推計していますけれども、こ

ういう数字をもとにして財政という仕組

みはどうなのかという資料なども出てく

るのかなと思っていますけれども、そんな

理解でよろしいんですかね。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、ご

答弁申し上げます。 

今おっしゃっていただきましたように、

これはあくまでも大阪府の推計でござい

まして、今後市として、この大阪府の推計

というのは例えば検討エリアの開発の問

題であったり、今後想定される開発の部分

については恐らく加味されてないと思い

ますので、そういったこともできる限りで

きる範囲で加味しながら、本市独自にこう

いう年齢別に地区別も加えて分析をした

いと。それで、例えば税収、市民税等への

影響というものも当然見ていきたいと思

っておりますし、開発の部分で言うと、固

定資産税の部分はどこまで分析できるか

ということもありますけれども、そういっ

たところも加味した中で行政経営という

ことを考えていきたいと思っております。 

以上でございます。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 そうしたら、最後にします

けれども、この間個人的には貧困と格差問

題について取り上げてきました。今の政治

の結果、そのことが大きな社会問題になっ

ていますので、個別分野で対応するのでは

なくて、行政全体として大きな課題の一つ

として取り組むべきときに来ていると思

ってますので、そういう問題についても何

らかの方向性が出るようにちょっと検討

いただきたいということは申し上げてお

きます。 

○三好義治委員長 ほかよろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 



- 22 - 

 

○三好義治委員長 それでは、以上で質問

を終わります。 

次回の本委員会については、平成３０年

度中に開催したいと考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

以上で、本委員会を閉会いたします。 

 （午前１１時３２分 閉会） 
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